
「山梨県教育振興基本計画」評価指標　点検・評価表

進捗率
（％）

1 小中 99.6 % 小中 100
%
超

小中 98.8 % -200.0 ×

小中 77.3 ％ 小中 90.7 % 小中 44.3 % -246.3 ×

小中 99.1 % 小中 99.5 % 小中 99.0 % -25 ×

高 95.4 % 高 98.8 % 高 98.5 % 91.2 〇

小中 70.8 % 小中 75.0 % 小中 66.5 % -102.4 ×

6 高 83.5 % 高 87.5 % 高 60.0 % -587.5 ×

7 生涯学習課

【青少年の健全育成】

中心市街地等の活性化に取
り組む事業の実行委員会に
参画する若者の人数（R3
～R5累計）

45 人 99 人 220.0 〇

◇多くの若者（高校生・大学生・一般）が実行委員
会に参加できるようにするため、常時活動する実行
委員とオンラインでのみ参加する委員を募集するな
ど、参加形態（時間帯も含み）を選択できるように
工夫した。
◇事業説明会及び実行委員会にオンライン形式を導
入するなど、新型コロナウイルス感染症がまん延す
る状況下でも円滑に事業が実施できるように取り組
み、R3年度の1.3倍以上の若者が実行委員会に参加
することができた。※R4年度で取組は終了

8 生涯学習課

【青少年の健全育成】

やまなし少年海洋道中への
参加者数（R3～R5累計）

80 人 25 人 31.3 ×

◇新型コロナウイルス感染症の影響により、R2年
度・３年度は事業を中止、R４年度は感染症対策のた
めR元年度実施時より募集定員を縮小（５１名→２８
名）し現地研修を行ったことから、進捗率が伸びな
かった。しかし、感染防止対策を講じることで安心
して参加できる体制を構築した上で、日常生活では
経験できない豊かな体験活動の実施について各中学
校へ周知を図ったところ、募集人員の約２倍の応募
があったことから、ニーズは変わらずにあると考え
ている。

－

－

5

特別支援教
育・児童生
徒支援課

【生徒指導の充実】

「児童生徒の問題行動・不
登校等生徒指導上の諸課題
に関する調査」における学
校内外の機関で相談・支援
を受けている不登校児童生
徒の割合

(H29) ◇R4年度は、総合教育センター内に相談支援セン
ターを設置することにより相談支援機能を強化し、
各市町村等関係機関とのネットワークを活用した支
援を行う体制を構築した。
◇相談・支援を受ける児童生徒の割合が増加しな
かった要因としては、不登校児童生徒の急増、不登
校児童生徒との接触自体が難しいケースの増加、ス
クールカウンセラー等専門家による相談支援が十分
に周知できておらず活用されていないことが考えら
れる。
○スクールカウンセラー、スクールソーシャルワー
カー等専門家による相談・支援について、様々な機
会を捉えて周知し活用を促す。
○教職員とスクールカウンセラー、スクールソー
シャルワーカーが協働して、不登校児童生徒の家庭
訪問をする等、積極的な支援を実施していく。

(H29)

3

特別支援教
育・児童生
徒支援課

【いじめ・不登校等への対応
の徹底】

「児童生徒の問題行動・不
登校等生徒指導上の諸課題
に関する調査」をもとにし
たいじめの解消率

(H29) ◇各学校においてカウンセリングに関わるマネジメ
ントとコンサルテーションの重要性について研修等
の場で指導する等、スクールカウンセラーがいじめ
の解消に向けて有効に活用されている。
◇いじめの認知件数については、R3年度の7,150件
からR4年度は8,103件に増加した。法の理解が一層
進んだことにより、軽微ないじめも見逃さないとい
う考えが定着してきたことと、R4年度は新型コロナ
ウイルス感染症対策を行いながらも、学校行事や学
年行事が通常通りに行われるようになり、児童生徒
の身体的距離が近くなり、接触機会が増えたことも
増加の要因として考えられる。
◇いじめの解消率が伸び悩んだ要因は、安易に解消
したとせず各学校で慎重に対応したうえで解消の判
断をするよう努めていることや、認知件数自体が増
加していることが考えられる。
○引き続き、いじめの解消については慎重に判断し
ていくとともに、「山梨県いじめ問題対策連絡協議
会」との連携、生徒指導主事（主任）研修会等にお
ける事例研修等について、継続して取り組んでい
く。

4

(H29)

　　（２）豊かな心の育成

2 義務教育課

【道徳教育の推進】

「道徳教育推進運動実施状
況調査」における、「全学
級で保護者や地域の方を対
象に道徳の授業公開をして
いる」学校の割合

(H29) ◇道徳教育推進運動は、道徳の授業や特別活動等、
学校の教育活動を通じて、児童生徒の実態や学校の
実情に応じながら全ての公立小中学校で実施された
が、新型コロナウイルス感染症の影響もあり、「全
学級で保護者や地域の方を対象に道徳の授業公開を
している」学校の割合は低い状況にある。
◇授業参観だけではなく、学校からのお便りやホー
ムページなどを活用したり、家庭や地域の協力を得
た授業を実施するなどして、家庭や地域と連携した
道徳教育を意識する学校が増えてきている。
〇未実施校に対する聞き取りを実施するとともに、
道徳の授業公開に対する理解を図る。
○管理職研修会（６月）や山梨県学校教育指導重点
説明会（２月）で、道徳教育の推進を主な取組事項
として示し、道徳教育推進運動に取り組んでいくこ
とを周知する。
○道徳教育スキルアップ研修（通年）や教育課程説
明会（８月）において、保護者や地域と連携した道
徳教育について具体的な例を提示しながら説明し、
取組の推進を図り、目標の達成を図る。

達成
状況

取組の評価（◇）と
今後の方針（○）

【基本目標Ⅰ】　「生きる力」を育む質の高い教育の実現
　【基本方針１】　バランスのとれた知・徳・体を育成します
　　（１）確かな学力の育成

義務教育課

【確かな学力を伸ばす教育の
充実】

全国学力・学習状況調査の
全国平均正答数との比較割
合（小中学校）

(H30) ◇自校における児童生徒の回答状況を把握するため
の採点講習会の開催、分析結果に基づく授業改善を
推進するためのリーフレット及び課題に対応した
ピックアップ問題の作成、周知などを行い、短期の
サイクルでの授業改善に取り組んだ。
◇山梨大学との「データ分析ワーキング・グルー
プ」の分析を通して、各教科における課題とその要
因を明確にし、授業改善のための資料として作成し
た「リーフレット」と「冊子」の活用促進のため
に、管理職研修や学力向上フォーラムで周知活動を
行った。
◇上記取り組みをしたものの、目標を達成すること
ができなかった。
○地域毎の分析・課題への対応について、各教育事
務所を通して取りまとめ、各校に対して地域の実情
を踏まえた指導・助言を行っていく。
○各教科における課題について県内指導主事の共通
理解を図り、学校訪問の指導・助言に生かすことで
各学校での指導の改善を図る。また、学力向上
フォーラム（８月）や総合教育センターの研修等
で、「リーフレット」と「冊子」の活用について十
分な周知を行い、授業改善を推進することにより、
目標の達成を図る。

No 担当課 指 標 の 概 要 基準値
R5年度の

目標値
R４年度の

実績値

｢進捗率｣：令和5年度末の目標値に向けた令和４年度末時点での進捗率

｢達成状況｣：現行計画の実施期間5年間の４年目末時点の評価を行うことから、進捗率８0％を基準として進捗度合いを評価する。

「○」：進捗率が８0％以上（順調に取組が進んでいる）

「△」：進捗率が６0％以上～８0％未満（順調とは言えないが、進展している）

「×」：進捗率が６0％未満（取組が進展していない）



「山梨県教育振興基本計画」評価指標　点検・評価表

進捗率
（％）

達成
状況

取組の評価（◇）と
今後の方針（○）

No 担当課 指 標 の 概 要 基準値
R5年度の

目標値
R４年度の

実績値

9 小男 2.2 % 小男 2.0 % 小男 2.6 % -200.0 ×

10 小女 1.4 % 小女 1.3 % 小女 1.8 % -400.0 ×

11 中男 4.8 % 中男 4.6 % 中男 4.3 % 250.0 〇

12 中女 3.9 % 中女 3.5 % 中女 5.0 % -275.0 ×

13 男子 56.9 % 男子 59.0 % 男子 54.1 % -133.3 ×

14 女子 34.0 % 女子 37.0 % 女子 34.0 % 0.0 ×

15 男子 98.9 % 男子 100 % 男子 97.9 % -90.9 ×

16 女子 99.1 % 女子 100 % 女子 98.6 % -55.6 ×

17 73.7 % 100 % 100 % 100.0 〇

18 義務教育課 54.0 % 73.5 % 49.3 % -24.1 ×

19 義務教育課 中 36.6 % 中 50.0 % 中 41.1 % 33.6 ×

20 高校教育課 高 38.7 % 高 49.0 % 高 48.5 % 95.1 〇

【英語をはじめとした外国語
教育の充実】

高等学校卒業段階でCEFR
A２レベル相当以上を達成
した生徒の割合

(H29) ◇県教委が各校にパフォーマンステスト実施を督励
した結果、生徒の英語力を見とる場面が増え、A2レ
ベル以上の生徒の増加につながった。
◇文部科学省事業である英語教育改善プラン推進事
業の研究指定校（甲府昭和高校、富士河口湖高校）
を中心に、英語による発信力の効果的な育成方法に
ついて研究を進めることができた。
○今年度は研究指定校を甲府西高と都留高校とする
ことで研究の裾野を広げ、引き続き生徒の英語発信
力の向上の指導・評価モデルを構築して、全県下の
高校に成果の波及を図っていく。

　　（１）グローバルに活躍する人材の育成
【伝統や文化等に関する教育
の推進】

郷土学習コンクールへの参
加校の割合

(H29) ◇各種講習会や学校訪問等において、児童生徒の郷
土学習に対する意欲の向上を図るため、郷土学習教
材「ふるさと山梨」の活用やコンクールへの参加の
呼びかけを行った。
◇コンクール応募作品数は１,９６４点でR3年度比
３％増（５３点増）であったが、参加校数は１２１
校でR3年度比２％減（３校減）となり、目標を達成
することができなかった。
〇コンクールに映像作品も受け付けるなど、1人１
台端末を活用した作品の募集についても対応するこ
とで参加者の増加を図る。
○コンクール応募に地域差があることから、該当す
る市町や教育事務所に対して、コンクールの意義と
効果について周知し、積極的な作品応募を依頼す
る。

【英語をはじめとした外国語
教育の充実】

中学校卒業段階でCEFR
A1レベル相当以上を達成
した生徒の割合

(H29) ◇英語教育改善プラン推進事業（3/3年目）を着実
に推進し、12校の研究指定校により年間19本の研
究授業を実施した。また、全ての研究授業動画を
アーカイブ化し、全国に配信するとともに、各種研
修会等で活用することで、英語担当教員の授業力向
上を図った。
◇全国に比べて、外部検定試験の受験率が低いこと
も要因で、生徒のCEFR A1取得率が低い。
○教育課程説明会（8月）や中学校英語科教員対象
学習会（10月）等の各種研修会において、以下の資
料の説明、周知することにより各学校における授業
改善や外部検定試験の活用を推進し、児童生徒の英
語力の向上を図る。
・R4研究指定校提案授業動画
・R4研究指定校外部検定試験抽出受験結果
〇生徒の英語に対する関心を高めるため、授業以外
で英語に触れる機会の創出について、県からも情報
を発信する。

　　（４）幼児期における質の高い教育の推進

義務教育課

【幼児教育の充実】

幼稚園、保育所及び認定こ
ども園の意見を踏まえて小
学校入学後のスタートカリ
キュラムを編成している小
学校の割合

(H29) ◇幼稚園、保育所（園）、認定こども園と小学校の
円滑な接続のために、保幼小連携教育研修会を年2
回実施し、延べ215名が参加した。
◇スタートカリキュラムの編成に至っていない学校
には、編成事例などを示し、指導した結果、全小中
学校において、スタートカリキュラムの編成に至っ
た。
○今後は先進的な事例などを発信し、スタートカリ
キュラムの充実した実践に向けて取り組んでいく。

　【基本方針２】　ふるさとに誇りを持ち、地域や世界で活躍する人材を育成します

◇全国平均値と比較すると本県の朝食欠食習慣のあ
る児童生徒の割合は小さいが、中学校男子を除き欠
食習慣の割合が増加しており、目標値達成に向けた
望ましい進捗状況とならなかった。
◇朝食摂取には、朝の望ましい生活リズムが不可欠
であり、睡眠時間の十分な確保やスマホの利用時間
など、生活習慣全体に目を向けた指導が必要であ
る。
○教職員が連携して個々の朝食欠食の理由を把握し
改善への働きかけを行うとともに、保護者との面談
などの機会に改めて朝食摂取の大切さを伝えるな
ど、学校と家庭が協力して子供の朝食摂取習慣をつ
くることにより、目標値の達成を目指す。

保健体育課

【子供のスポーツの機会の充
実】

「全国体力・運動能力・運
動習慣等調査」における授
業以外でほとんど毎日（週
420分以上）、運動やス
ポーツを実施している児童
（小5）の割合

(H30) ◇R元年度男子55.6％、女子31.6％、R3年度男子
54.3％。女子33.8％、R4年度男子54.1％、女子
34.0％と推移し、男子は低下、女子は横ばいとなっ
た。
◇山梨県は男女とも全国平均を上回っているが、コ
ロナ禍前と比較して低下傾向にある。スポーツ活動
等の制限、学校全体で体力向上に取り組む機会の減
少が体力の低下に影響していると考えられる。
○コロナ感染症が感染症法上の5類に位置づけられ
た事を契機に、授業の工夫・改善や、運動強度を高
めるなどの取り組みを一層推進するとともに、「目
指せやまなしチャンピオン事業」「もっと楽しい体
育授業で体力アップ事業」等の取り組みを通じて、
子供が運動の楽しさを認識し自ら運動する習慣が定
着するよう指導を行う。

保健体育課

【子供の体力向上への取組
の推進】

「全国体力・運動能力・運
動習慣等調査」における児
童の体力合計点の全国体力
合計点との比較割合（小
5）

(H30)

　　（３）健やかな体の育成

保健体育課

【学校保健・学校給食・食育
の充実等】

「全国体力・運動能力・運
動習慣等調査」における朝
食を「食べない日が多い」
「食べない」児童生徒の割
合（小5・中2）

(H30)



「山梨県教育振興基本計画」評価指標　点検・評価表

進捗率
（％）

達成
状況

取組の評価（◇）と
今後の方針（○）

No 担当課 指 標 の 概 要 基準値
R5年度の

目標値
R４年度の

実績値

21 小 0 % 小 100 % 小 78.9 % 78.9 △

22 中 0 % 中 100 % 中 70.9 % 70.9 △

23 高 0 % 高 100 % 高 77.8 % 77.8 △

【キャリア教育・職業教育
の推進】

24 高校教育課

甲府工業高校専攻科卒業生
の県内企業への就職率

高 0 ％ 100 ％ 100.0 ％ 100.0 〇

8 校 15 校 9 校 14.3 ×

9.6 % 19.6 % 10.7 % 11.0 ×

150
校
園

130
校
園

86.7 〇

小中 4 % 小中 20.0 % 小中 31.9 % 174.4 〇

0 % 10.0 % 10.8 % 108.0 〇
29 高校教育課

【学校・家庭・地域との連
携・協働の推進】

コミュニティ・スクールと
なった県立学校の割合

(H29) ◇R４年度は１校（ろう学校）にCSが設置され、計
４校となったことで目標を達成することができた。
◇R4年度中にR5年度CS設置の意向があった学校は
２校で、うち１校（笛吹高校）は年度内に設置の準
備が完了し、R5年度にCSをスタートさせる。準備
委員会を設けずに半年ほどでCS設置の準備ができた
ことは、後につづく学校の先行事例となる取り組み
方であった。
○CSとなった各校の成果と課題を整理し、校長会な
どの機会を通じて今後の展望や現状などの周知を図
り、CS設置校の増加を進めていく。

◇県内の幼稚園、保育園、小学校、市町村教育委員
会にチラシを配布し、周知を図ることで、R4年度は
83件のセミナーを実施することができ、R４年度の
進捗率は８０％を超えた。
◇学校での1人1台端末の導入等、様々な観点が絡み
合い問題や悩みが増えていること、また、R３年度の
アンケートではセミナーの満足度が高いことから、
小学校等のニーズに合うセミナーが提供できてお
り、R４年度はR3年度の約２倍の申請があった。
○小学校からの申請に比べ、幼稚園・保育園からの
申請が少ないため、やまなし幼児教育センターの管
理職研修会等で、引き続き周知を図っていく。

　　（２）学校・家庭・地域との連携・協働の推進

28 義務教育課

【学校・家庭・地域との連
携・協働の推進】

コミュニティ・スクールと
なった小・中学校の割合

(H29) ◇R４年度は新たに5市2村の小・中学校２４校にCS
が設置され、計８０校となったが、未設置市町村や
導入が進まない市町村がある。
○県内におけるCSの導入や地域学校協働活動の一体
的推進を図るため、「CS連絡協議会」を生涯学習課
と連携・協働で実施していく。

　　（５）スポーツ・文化芸術分野の人材の育成
　【基本方針３】　学校・家庭・地域による教育を推進します
　　（１）家庭・地域の教育力の向上

27 生涯学習課

【学校を核とした人づくり・地
域づくりの推進】

ほっと！ネットセミナーに
参加した小学校・幼稚園
（保育園）等の延べ数
（R3～R5累計）

－

26 高校教育課

【やまなしのものづくりを担う
多様な人材の育成】

産業技術短期大学校、峡南
高等技術専門校、山梨大
学、ポリテクセンター山梨
等での技術研修を受けた工
業系高校生の割合

(H29) ◇技術研修はものづくりコンテストや技能検定試験
に向けた練習や課題研究が中心となるため、ものづ
くりコンテストや技能検定試験の実施により受講者
数の増加となった。
◇技術研修の実施については、コロナ禍の影響で受
け入れ人数の制限があった。こうした中、受け入れ
機関には実施方法の工夫をしていただいたが、目標
を達成することができなかった。
○工業系高校生基幹産業担い手育成事業の連携推進
委員会（5月実施）を通じて、機械電子工業会等の
関係機関に協力を依頼し、これまで以上に技術研修
が実施できるように取り組んでいく。
○指標の目標値については、R4年度よりも2％上昇
とした12.7％をR5年度の目標とする。

　　（４）大学等の高等教育の振興

　　（３）イノベーションを牽引する人材の育成

25 義務教育課

【優れた才能・個性を伸ばす
教育の推進】

「科学の甲子園ジュニア」
に参加した中学校の延べ数

（H29） ◇科学部を有する学校2校が新規で参加するなど、
R3年度より参加校数は増加したものの、新型コロナ
ウイルス感染症等の影響により、参加校数は目標に
到達しなかった。
○学校担当者まで開催情報が周知されていない事例
があったため、管理職研修会（４月）や合同指導主
事会議（４・７月）で周知を行う。
〇７月の募集時に中学校の理科担当教員にグループ
ウェアを活用し、直接大会参加への働きかけを行う
ことで、参加者の増加を図る。

高校教育課

【キャリア教育・職業教育の推
進】

キャリア・パスポートを用
い、将来の生き方、在り方
等を考える活動を行ってい
る学校の割合

(H29) ◇キャリア・パスポートを用いて、将来の生き方、
在り方等について、生徒がホームルームでの話し合
いや意思決定をすること、また教師等がコメントや
面談を行い、対話的に関わる活動を行った学校はR3
年度より増加した。
○キャリア・パスポートと同様な記録等を用いて将
来の在り方、生き方等について考える活動を行って
いる学校もあり、今後、達成状況の確認方法につい
て工夫をしていく。

(H29)
◇専攻科創造工学科の生徒は、１年次に1人あたり4
社での企業実習を行い、2年次は就職内定企業で、
デュアルシステムによる企業実習及び創造研究を行
い、技術力を磨いた。生徒が複数の企業を見比べた
中で就職先企業を選択しており、企業とのマッチン
グが成功し、目標を達成することができた。
◇R４年度は19名全員が県内企業に就職し、県内産
業界での即戦力人材となっている。
○R5年度以降も引き続き、デュアルシステムによる
取り組みを進めていく。

　　（２）キャリア教育の推進

義務教育課

【キャリア教育・職業教育の推
進】

キャリア・パスポートを用
い、将来の生き方、在り方
等を考える活動を行ってい
る学校の割合

(H29) ◇キャリア・パスポートを活用している学校の割合
が100％を達成したが、学級活動における子供同士
の話し合いや、家庭における家族との話し合いに用
いるなど、効果的な活用につなげるため、教育課程
説明会で活用事例等の情報共有を図った。
◇キャリア・パスポートを活用した授業実践案を義
務教育課HPに掲載し、事例の共有を図った。
◇上記の取り組みをしたが、教員へのキャリア・パ
スポートの活用を周知徹底できなかったことが原因
で目標を達成できなかった。
〇キャリア・パスポートの活用改善が図られていな
い学校に対して聞き取りを行い、活用促進を呼びか
ける。
○キャリア・パスポートの目的に応じた活用方法に
ついて理解を深めるため、教育課程説明会（８月）
に、県内の活用状況を踏まえ、全国や県内の活用事
例の情報共有を行うことで活用を推進し、目標の達
成を図る。
○年度末の学年間や校種間の円滑な引き継ぎと次年
度につなげた継続的な活用ができるよう「やまなし
キャリア・パスポート活用の手引き（改訂）」を改
訂するとともに、周知する。

(H29)



「山梨県教育振興基本計画」評価指標　点検・評価表

進捗率
（％）

達成
状況

取組の評価（◇）と
今後の方針（○）

No 担当課 指 標 の 概 要 基準値
R5年度の

目標値
R４年度の

実績値

70.0 % 80.0 % 88.0 % 180.0 〇

28,650 人 30,000 人 22,418 人 -461.6 ×

5,559 人 6,890 人 3,072 人 -186.9 ×

701 件 726 件 711 件 40.0 ×

1,322 件 1,400 件 1,030 件 -374.4 ×

(H30)

1,144 点 1,240 点 1,041 点 -107.3 ×

小中 26.4 ％ 小中 100 ％ 小中 94.3 % 92.3 〇

高特 57.4 ％ 高特 100 ％ 高特 93.3 % 84.3 〇
37 教育企画室

【学校における業務の効率
化】

年間20回以上「きずなの
日」を実施している学校の
割合

(H29) ◇「山梨県の公立学校における働き方改革に関する
取組方針」に基づき、「きずなの日」を計画的に設
定し、効果的に実施するよう取り組んだ。
◇各校の管理職面談において、実施状況の検証と計
画的な実施に向けた指導・支援を行った結果、目標
を達成することができた。
○引き続き、指導、支援を継続していく。

◇在宅の障害者の創作活動を支援する「ふれあい創
作活動支援事業」について、R3年度に引き続き1名
からでも利用できる体制をとったことにより、派遣
件数がR3年度と比較して３９件増加し、また文化展
への参加人数もR3年度と比較して２２３人増加する
など、障害者の芸術文化活動の裾野が広がりをみせ
ているが、長引くコロナ禍の影響を受け、目標数に
は到達しなかった。
◇制作期間をより確保するために募集開始時期を考
慮したことにより、作品数はR3年度と比較して２１
３点増加したものの、目標値には及ばなかった。
○引き続き障害者の芸術文化活動の裾野を広げる取
組や制作期間を確保する取組を行うことに加え、イ
ベントの開催自体について広く周知し、出展に向け
た創作意欲の向上を図り、目標の達成を図る。

【基本目標Ⅲ】　だれもが安心して学べる教育環境の整備
　【基本方針１】　質の高い教育のための環境整備に努めます
　（１）学校における働き方改革の推進

36 教育企画室

【学校における業務の効率
化】

年間20回以上「きずなの
日」を実施している学校の
割合

(H29) ◇「山梨県の公立学校における働き方改革に関する
取組方針」に基づき、「きずなの日」を計画的に設
定し、着実に実施する学校が増加した。
◇教育事務所が行う学校訪問の際の管理職へのヒア
リング実施や各市町村（組合）教育委員会への通知
発出などを行い、着実に実施されるように支援した
結果、目標を達成することができた。
○引き続き、支援を継続していく。

　　（２）よりよい地域づくりに向けた学びの推進
【基本方針２】　生涯にわたって活躍できる学びの体制づくりに努めます
　　（１）社会人の学び直しの支援
　　（２）障害者の生涯学習の推進

35 障害福祉課

【障害者スポーツ、障害者の
文化芸術活動の振興等】

山梨県障害者文化展への出
展作品数

33
文化振興・
文化財課

【生涯を通じた文化芸術活動
の推進】

県内の国・県指定文化財の
件数

(H29) ◇リモートを取り入れた各専門分野ごとに開催する
文化財保護審議会の部会等は予定どおりに開催でき
たものの、コロナ禍の影響を受け、指定候補物件
（特に祭礼や民俗芸能など）がコロナの影響で開催
されない事態が生じ、現地調査等が進まなかったこ
とが目標を達成出来なかった原因と考える。
○引き続き、リモートを取り入れた審議会を開催
し、県・国指定文化財の指定に向けた取組を進めて
いき、今年度は７１５件を目標とする。

34 生涯学習課

【生涯を通じた学習の成果の
適切な評価・活用のための環
境整備】

学習情報提供件数（まなび
ネットワークシステムでの
提供件数）

(H30) ◇感染症による講座開講の減少などコロナ禍の影響
を受け、学習情報の提供件数は減少傾向だったが、
県内関係団体や市町村等が実施する講座情報の収集
に努め、感染症蔓延時にも安全安心に受講できるオ
ンライン講座やサテライト講座について情報提供を
行っている。
○R５年度は社会的な活動が活発化しており、幅広く
関係団体に呼びかけることで情報提供件数の増加を
目指す。

◇適切な感染症対策のもと、予定したほぼ全ての講
座が中止・延期なく実施され、またオンライン・サ
テライト配信講座の拡充を図った結果、利用者数は
R3年度に比べ１割以上の増加となった。
◇新型コロナウイルス感染症対策として生涯学習推
進センター交流室の利用人数を対策以前の4割程度
に制限したことなどにより、利用者数は目標に到達
しなかった。
○今後も魅力的な講座の企画・実施のために、オン
ライン・サテライト講座や障がい者向け講座に加
え、若年層向けの講座を積極的に開設するなど、引
き続き講座の充実を図ることで、利用者の増を目指
す。
○R５年度は、R４年度と同程度の伸び率である１割
増での利用者数（25,000人）を目指す。

32
文化振興・
文化財課

【生涯を通じた文化芸術活動
の推進】

県民文化祭における部門別
フェスティバルへの出演・
出品者数

（R1） ◇２０部門のうち、１８部門でフェスティバルを実
施することができ、出演者数もR3年度の1.3倍に増
えたが、長引くコロナ禍の影響を受け、目標数には
到達しなかった。
○引き続き、芸術文化団体・市町村への周知や出
演・出品の公募等を通じ、県民の参加を促してい
き、R4年度と同じ増加率1.3倍を目指し、出演・出
品者数4,000人を目標とする。

【基本目標Ⅱ】　人生を豊かにし、社会を支える生涯学習の展開
　　【基本方針１】　学びと活用が循環する生涯学習を推進します
　　（１）生きがいを持ち、社会参画するための学びの推進

31 生涯学習課

【生涯学習環境の充実】

生涯学習推進センターの利
用者数（オンライン参加者
を含む）

(H29)

30 生涯学習課

【学校・家庭・地域との連
携・協働の推進】

公立小学校に対する放課後
子供教室設置の割合

(H29) ◇多くの市町村が課題としている指導者確保に向け
た情報共有・情報交換の機会を研修会の中に設け、
改善を図ったことなどにより、R４年度は公立小学校
区の８８%をカバーして放課後子供教室が運営さ
れ、開設市町村数・実施教室数ともに伸び、目標を
達成した。
◇指導者研修会への参加者数は延べ１５７人であ
り、参加人数が年々増加している。
○未設置町村への働きかけとともに、「児童の居場
所」の質を向上させる必要がある。



「山梨県教育振興基本計画」評価指標　点検・評価表

進捗率
（％）

達成
状況

取組の評価（◇）と
今後の方針（○）

No 担当課 指 標 の 概 要 基準値
R5年度の

目標値
R４年度の

実績値

【学校における業務の効率
化】

38 教育企画室

月あたり正規の勤務時間を
80時間以上超過する教育
職員の割合

32.5 ％ 0 ％ 24.4 ％ 24.9 ×

【学校における業務の効率
化】

39 平日 80.4 % 平日 100 % 平日 91.1 % 54.6 ×

40 土日 93.2 % 土日 100 % 土日 97.2 % 58.8 ×

【学校における業務の効率
化】

41 平日 79.0 % 平日 90.0 % 平日 83.8 % 43.6 ×

42 土日 80.9 % 土日 90.0 % 土日 86.7 % 63.7 △

43
第1ス
テー
ジ

99.9 %
第1ス
テー
ジ

100 %
第1ス
テー
ジ

91.1 % -8800.0 ×

44
第2ス
テー
ジ

85.1 %
第2ス
テー
ジ

90.0 %
第2ス
テー
ジ

91.1 % 122.4 〇

45
第3ス
テー
ジ

92.4 %
第3ス
テー
ジ

97.0 %
第3ス
テー
ジ

90.5 % -41.3 ×

46
校長
教頭 96.0 %

校長
教頭 100 %

校長
教頭 93.6 % -60.0 ×

47 小 69.6 % 小 75.0 % 78.2 % 159.3 〇

48 中 64.5 % 中 75.0 % 78.4 % 132.4 〇

49 高 68.3 % 高 80.0 % 81.3 % 111.1 〇

50 特 72.0 % 特 80.0 % 80.8 % 110.0 〇

33.5 % 35.0 ％ 29.9 % -240.0 ×

52 小 86.1 % 小 100 % 小 92.3 % 44.6 ×

53 中 67.4 % 中 90.0 % 中 78.7 % 50.0 ×

54 高 58.9 % 高 80.0 % 高 100.0 % 194.8 〇

◇就労状況及び実習内容等を把握するとともに、進
路指導及び学習指導の課題について各学校と共通理
解を図り、各学校の指導力向上に務めた。
◇労働局やハローワーク等から得た情報や障害者雇
用について相談のあった企業情報を進路指導連絡会
議などを通じて各学校に情報提供を行い、企業実習
の実施や就労につなげることができた。
◇上記取り組みを進めてきたが、軽度知的障害者を
対象とした桃花台学園の就職率は80％を毎年クリア
している一方他の特別支援学校高等部では、障害の
重度・重複化が進んでおり、企業就労を目指せる生
徒が少なくなってきていること、コロナ禍により企
業側の現場実習生受け入れ体制にも課題があること
などが原因で目標を達成することができなかった。
○引き続き、桃花台学園を中心にキャリア教育、職
業教育、就労準備の充実を図り、新規事業所を開拓
し、生徒の特性とのマッチングを図り、目標の達成
を図る。

特別支援教
育・児童生
徒支援課

【特別支援教育の推進】

小・中・高等学校の全職員
のうち、特別支援教育に関
連した研修会及び講習会を
受けた割合

(H29) ◇特別支援学校の教育課程等説明会において、研修
内容の精選、説明時間の短縮、開催方法等の工夫に
より、研修会参加の利便性を高め、全教員を対象に
オンライン研修を実施した。
◇県教委主催の各種研修会について、受講者のニー
ズを把握し、研修内容の精選、充実を図った。
◇通級に係る研修や特別支援教育コーディネーター
資質向上研修等について、相談支援センターと情報
共有し、よりよい研修となるよう努めた。
◇上記取り組みを進めてきたが、コロナ禍の影響を
受けた研修会への参加自粛等が原因として目標を達
成できなかった。
○「やまなし教員等育成指標」の改定を踏まえ、相
談支援センターと連携し、今後の特別支援教育に係
る教員研修の在り方について検討する。
○引き続き、研修内容の充実、オンラインを活用し
た研修形態の改善、全教職員対象のオンデマンド研
修の実施により、目標の達成を図る。

　　（１）全ての子供の教育機会を保障する支援
　　（２）多様性を包み込む教育の推進
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【特別支援教育の推進】

特別支援学校高等部の新卒
生徒のうち一般就労した生
徒の割合

(H2９)

総合教育セ
ンター

【情報活用能力の育成】

「学校における教育の情報
化の実態等に関する調査」
における児童生徒のICT活
用を指導する能力を持つ教
員の割合

(H2９) ◇多くの教員が学校や総合教育センターで実施され
たICT研修会を受講し、受講後アンケートの結果、９
４％が研修内容を活用している。研修会の受講及び
その活用から、ICT活用に関する知識を身に付け、自
信を持って生徒の指導に当たることができるように
なっている。
○引き続き、学校で開かれる校内研修に指導主事を
派遣し、情報提供を行う。また、生成ＡＩなどの新
たな情報技術の適切で効果的な活用などを踏まえ、
学校DXの実現に向けて、総合教育センターで開催す
る研修会の内容を吟味し、内容の充実を図る。

　　（４）安全・安心で質の高い教育環境の整備
【基本方針２】　多様な学びの機会の充実と提供を図ります

　　（２）魅力ある学校を支える指導体制の充実

総合教育セ
ンター

【これからの学校教育を担う
教師の資質・能力の向上】

総合教育センターの研修会
受講者アンケートの回答の
うち、「役立つ内容であっ
た（満足した）」と回答し
た者の割合

(H29) ◇「やまなし教員等育成指標」に基づく研修体系・
研修内容の整備に加え、R3年度の成果・課題を鑑
み、研修機会を確保するための工夫改善を図り、新
型コロナウイルス感染症対策を講じたうえで、当初
予定した研修の99.1％を実施した。
◇コロナ禍の影響により、急遽、対面形式からオン
ライン形式への実施方法変更や課題提出のみとした
研修があった。研修会後実施アンケートの結果か
ら、目標を達成できなかったのは対面での研修がで
きなかったことが要因と考えられる。
○そのため、研修の目的やねらいに応じて体験参加
型研修を効果的に取り入れるとともに、改定「やま
なし教員等育成指標」及び新しい研修観に基づき、
研修体系・研修内容の見直し及び工夫改善を図りな
がら、目標の達成を図る。

　　（３）ＩＣＴ活用のための基盤整備

保健体育課

(H30) ◇「やまなし運動部活動ガイドライン」に基づい
て、平日・土日における休養日の設定の割合は改善
傾向にあるが、外部団体主催の大会等への参加など
により目標を達成できなかった。
○引き続き「やまなし運動部活同ガイドライン」等
に基づき、各学校において策定した「部活動活動方
針」等の基準に基づいた部活動運営を適切に進める
よう、会議等を通じて教職員に徹底していくととも
に、外部団体等に対しても大会の開催日程等に配慮
するよう働きかけていく。
〇教員特殊勤務手当の四半期ごとの支給実績を各学
校に情報提供し、超過勤務傾向のある教員につい
て、所属校の校長から適切な部活動運営が行われる
よう指導を行うなどの取り組みにより目標の達成を
図る。

平日1日と土日どちらか1
日を休養日としている部活
動の顧問の割合（中学校）

(H30)

平日1日と土日どちらか1
日を休養日としている部活
動の顧問の割合（高校）

(H30)
◇各学校において、「山梨県の公立学校における働
き方改革に関する取組方針」に基づき、校務の精選
や効率化、明確化に取り組むとともに、勤務時間管
理の徹底及び適切な勤務時間の設定など、勤務時間
を意識した働き方や教職員の意識改革、部活動にお
ける指導体制の見直し等に取り組んだものの、超過
勤務者が固定化する傾向もあり、目標を達成するこ
とができなかった。
○引き続き、長時間勤務につながる課題を分析する
とともに、着実な教員の勤務時間管理や勤務時間を
意識した働き方について市町村教育委員会や県立学
校に助言することにより目標の達成を図る。


